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Abstract: Recent experiments demonstrated that establishing a riverbed protection zone using assembled boulders and crushed stones 

can prevent local scouring around bridge piers, even when the pier shape is either a pair of cylindrical piers or an oblong cylindrical 

pier. This report focuses on the fact that the deflected flow formed during floods impacting the bridge pier extends downstream of the 

installation of assembled boulders. It demonstrates that this leads to a reduction in flow velocity near the riverbed due to seepage flow 

inside crushed stones in accordance with velocity measurements. 

 

１．はじめに 

近年，局所的豪雨が多発生しており，河川を横断す

る橋梁が流出している[1]．橋脚が流出する原因として，

洪水流により橋脚周辺での局所洗掘の進行が挙げら

れる．橋脚周辺の局所洗掘に対する対策としては，護

床ブロック，リップラップ，かごマット等を橋脚周辺

に設置する対策がされている[2],[3]が，多くの橋梁にお

いて橋脚の安定につながる対策とは言えない． 

 本研究室では，様々な構造物周辺に石組みを設置す

ることで底面付近流速の減勢につながることを示し

ており，橋脚周辺の局所対策についても有効であるこ

とを示している[4]．最近の実験で，石組みと砕石によ

る遷移区間を設けることで，橋脚形状を円柱二本型，

または長楕円柱型とした場合でも橋脚周辺の局所洗

掘を防ぐことができることを示した．この報告では，

洪水時に橋脚に衝突して形成された偏向流れ (以下，

偏向流と呼ぶ)が石組み区間よりも下流側に及ぶ[5]こ

とに着目し．砕石間の伏流水による底面付近の流速の

低減につながることを示した． 

２．実験方法および実験条件 

実験では，長さ 17 m，幅 0.8 m，高さ 0.6 m の長方形

断面水平水路を用いた．また，水路中央に，高さ 0.475 

m，直径 0.10 m の円柱を二本設置した．Case 1 と Case 

2 での違いは，石組みの長さと砕石による捨て石工の

有無，河床再現区間の長さの違いである（Figure 1, 

Table 1）．河床再現区間および連続した石組みに用い

た礫は，本研究室で検討している長楕円柱型の検討[4]

と同様のものを用いた．砕石捨て石工については，平

均サイズ 16 mm の砕石を用いた捨て石工としている．

実験は 10 分の 1 縮尺を想定し，フルードの相似則に

従い，Table 1 に示す実験条件で行った．側壁付近に

は，伏流内の流速の測定のためにプラスティック製の

カーラを用いて鉛直方向に空間を設けることで河床

の中まで測定を行った．流速測定には，KENEK 製の

I 型プローブの 2 次元電磁流速計を用いた．また，水

深測定にはポイントゲージを用いた．なお，流量は水

路下流に設置された全幅刃せきで測定した越流水深

から JIS 規格の流量公式を用いて測定した． 

  

1：日大理工・教員・土木 2：日大理工・院（前）・土木 

Table1. Experimental conditions 

 Q(m3/s) hd(m) xa(m) xb(m) xc(m) xd(m) 

Case 1 0.144 0.246 0.0650 0.896 ― 0.700 

Case 2 0.144 0.246 0.0341 1.02 1.37 1.00 

Note: Q = discharge, hd = downstream 

(b) Case 2 

(a) Case 1 

Figure 1. Experimental model 
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３．流下方向成分の流速分布 

Figure 2 は Case 1，Case 2 の流下方向成分の流速

の時間平均流速𝑢തおよび標準偏差𝜎の鉛直分布を示す．

そこで，石組み下流の局所洗掘の有無を検討するため，

底面付近 0.05 <z (m) < 0.10 の流速に着目する．Case 1

と Case 2 との間で底面付近の時間平均流速𝑢തを比較す

ると，石組み下流端(x = 0 m)では同程度であるが，Case 

1 では流下方向に向かって加速傾向にある．これは，

偏向流の影響が石組み下流では流下方向に向かって

底面付近まで及ぶためと考えられる．また，Case 2 の

時間平均流速𝑢തの方が Case 1 より小さくなる．なお，

標準偏差𝜎の鉛直分布とその大きさに Case による違

いは小さい．これは，偏向流による流れが拡散されず，

砕石の間で生じた伏流内の流速によって底面付近の

流速が制御されたものと考えられる． 

 

４．底面付近の変動流速 u’の時系列変化 

Figure 3 に x = 0.20 m，y =0.32 m，z = 0.05 m での

Case 1，Case 2 の流下方向流速の変動流速 u’の時系

列変化を示す．ここに，変動流速𝑢’は瞬間流速𝑢から時

間平均流速𝑢തを引いた値（𝑢’ ൌ 𝑢 െ 𝑢ത）である．図に示

されるように，変動流速の変動幅は，Case 2 よりも

Case 1 が大きい．これは，砕石を設置したことにより

伏流の影響で底面付近の変動幅が小さく，流れの制御

に寄与していることが考えられる． 

 

５．まとめ 

橋脚下流側の洗堀対策として，巨礫による石組みの

他に砕石による保護工区間を適切に設けることによ

って，洗堀防止に寄与することを受けて，その有効性

を実験規模で検討した．巨礫による石組み下流側に実

験規模では砕石を用いて保護工を設けることにより，

礫間の浸透流が底面付近の流速を制御し，偏向流の影

響が底面付近に生じる区間に保護工区間があると有

効であることが推定された．また，細石では伏流は生

じているが隙間が小さすぎるため，底面付近の流速の

制御に寄与しないことが Case 1 と Case 2 との比較か

ら示された．今後は，実験で再現できた石組みおよび

砕石による保護工区間を原型で適用した場合の留意

事項について検討する． 
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Figure 3. Time-series variation of fluctuating velocity. 

(a) x = 0.00 m, y = 0.32 m 

(c) x = 0.40 m, y = 0.32 m 

Figure 2. Velocity profiles for x -component. 

(b) x = 0.20 m, y = 0.32 m 
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